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第３　意見
少子高齢化、経済のグローバル化等が進む中、大阪経済をいかに成長させるべきか、自然災害等に対して府民の安全安心をどう確保するかなど、行政課題は複雑・多様化している。
本府が、こうした課題に的確に対応していくためには、府政執行の担い手である職員の主体的で自律的な取組みと、組織の活性化を基盤として、府政全体としてのパフォーマンスが最大限に発揮されることが必要である。
そのため、人事・給与等の制度は、自律的な職員の育成に寄与し、職員の主体的な取組みを支援するものであることが求められる。
具体的には、職員がその職責を果たす上で、安心して職務に専念できるよう、給与その他の勤務条件が適切であるとともに、意欲・やりがいを維持・喚起する人事制度の構築や働き方改革などの取組みが必須の課題である。
本委員会は、上記の観点から、人事・給与制度の諸課題について、以下のとおり意見を申し述べる。
１　給与勧告の意義とあるべき給与
地方公務員は、その地位の特殊性と職務の公共性から、憲法で保障された労働基本権が制約されており、人事委員会の給与勧告は労働基本権制約の代償措置として、職員給与を社会一般の情勢に適応させるべく行うものであり、職員の士気の確保や有為な人材の確保等を通じて公務能率の確保にも資するものである。
地方公共団体は、職員の給与をはじめとする勤務条件について、社会一般の諸情勢に適応させるべく措置を講ずる義務を負っているところ、人事委員会の給与勧告は、当該講ずべき措置の根拠となるものである（地方公務員法第14条第１項、第２項）。かかる給与勧告の意義を踏まえ、知事及び議会におかれては、適切に取り扱われるよう要請する。

なお、昨年の意見で引き続き検討を要するとした再任用職員の給与水準について、本年は、定年前の職員の給与を引き上げたことに伴い、再任用職員についても引上げを勧告したところである。
また、本府では平成９年度から管理職手当について減額措置が続けられているが、こうした人事委員会勧告に基づかない給与減額は、財政状況等からやむを得ず実施されるとしても、緊急避難的な特例措置であるべきであり、減額の取扱いが長期にわたり続けられている現状については、繰り返し指摘しているところであるが、早急に再考される必要がある。
２　職員の意欲・能力の向上に向けた取組み
府政がその使命を果たす上で求められる組織パフォーマンスの最大化のためには、職員の一人ひとりが、自らが府政執行の担い手であることを自覚し、自ら能力を高め、自律的に課題解決に取り組むという意欲を持つことが必要である。
したがって、本府における人事行政上の仕組み、あるいは組織のあり方や仕事の進め方が、職員の自覚を高め、意欲を引き出す仕組みとして機能していることが重要であり、任命権者としては、人事行政における基本がこの点にあることを十分に認識すべきと考える。
かかる観点に立つとき、職員の意欲・能力の向上に向けた取組みとしては、とりわけ人材育成、人事評価のあり方が重要であるが、以下、いくつかの課題について検討する。
(1)　人材の育成
　本府では、職員の能力向上に向け、各職階に求められる能力の多様化に合わせた年齢・経歴による階層別研修に加え、実務能力・管理能力の向上等を狙いとしたキャリア形成支援研修、さらには職員自身の自己啓発・資格取得を支援するｅラーニングなど多様な研修メニューが実施されているが、職員の意欲・能力の向上の観点から、その充実に努めることが求められる。
また、職員の仕事に対する意欲・やりがいは、日々の業務を行う中で、主体的に課題をこなし、その成果を自ら評価して改善に取り組み、能力を高めるところから育つものである。職場における日常的なＯＪＴは、この意味で重要である。上司が職員の能力や適性を考慮して積極的に課題を与え、職員の試行錯誤に対して適切な指導を行うことにより、職員が自らの作業過程における気づきを得るなど、自律的な人材の育成において、研修以上に重要な役割を担っている。
任命権者においては、ＯＪＴが職員の育成に向けて十分に機能するよう、上司が部下の指導育成に必要な能力を若い間から段階的に磨いていけるような仕組みを構築するとともに、人事評価のプロセスを通じて人材育成の成果を重視するなど、適切なＯＪＴの実施が重要な職責であることを熟知させる取組みを行うことが求められる。
(2)　昇任管理とキャリア形成

意欲や能力のある職員をその適性に合わせて昇任させることや、職員の自発的な能力開発を支援していくことは、職員の意欲・やりがいを高めるだけでなく、多様なマンパワーを活用することによる組織の活性化にもつながると考えられる。
ア　昇任管理における課題

本府一般行政部門の年齢構成を見ると、過去の採用抑制の影響で40歳台前半の職員数が少ない状況にあり、同年齢層の職員が課長補佐としてグループ長となる時期を迎えつつあることから、若手職員の早期登用や経験豊富な職員の活用など様々な工夫を検討する必要があると考えられる。
また、平成19年度から社会人等を対象とした受験資格年齢が34歳までの採用試験区分を設け、同区分による採用者は、本年までに行政職だけで約700名となっている。これにより、多様な人材の確保や職員の年齢構成の平準化に一定の効果を上げてきたが、同区分による採用者の中で、採用年度に34歳以上となる行政職職員は、在職年数との関係で、主査級昇任考査のうち第１類考査の受験ができない状況となっている。
併せて、本府の職員は、行政職以外にも多様な技術職員から構成されているが、その中で職員数が少ない、いわゆる少数技術職種は、その専門性をいかす形で昇任できる職階が限られ、管理職につけない場合も生じている。
意欲や能力のある職員の昇任機会が制約されるということになれば、人材の有効な活用ができないばかりか、組織にとっても損失となりかねない。採用年齢や職種によって昇任の機会が制約されるという状況については、改善を検討する必要があると考えられる。

イ　自発的なキャリア形成の支援

職員が希望や適性に応じて主体的に仕事を選び、キャリアアップを図ることは、職員の意欲・やりがいを高めるだけでなく、自律性や能力の向上にもつながり、府政にとって必要な専門性を持った職員の育成にもなると考える。
本府では、職員が事業提案あるいは異動先希望を出して認められた場合に、事業担当または異動希望所属に異動できる「キャリアクリエイト制度」を設けている。平成31年度当初に同制度を利用して異動した職員は９名となっており、過去３年間での実績は10名前後で推移している。

今後、職員のニーズ等を踏まえ、自発的なキャリア形成に向けた取組みを一層推進するよう努めることが求められる。
(3)　人事評価制度とその活用

人事評価は、職員の資質、能力及び執務意欲の向上を図ることを目的として実施されるもので、職員の人事管理だけではなく、人材育成に資する制度であるべきである。
人事評価にあたっては、職員の職務遂行能力や実績を上司が適正に把握するとともに、その評価を面談等を通じて職員にフィードバックし、改善に向けた指導や助言を適切に行うことで、職員に納得感を持たせるとともに、気づきを与え、意欲・やりがい、能力の向上につなげていくことが重要である。
平成30年度に実施された一般行政部門の人事評価制度に関する検証における職員アンケート調査結果によると、回答した者の４人に１人が相対評価結果に納得できないと回答しており、回答者の約２割、約1,500名の職員が人事評価制度によって執務意欲を低下させている。特に、絶対（二次）評価結果に比して下位の相対評価区分とされた職員の執務意欲の低下が著しく、検証結果では、絶対（二次）評価結果と相対評価結果の乖離がその大きな要因とされている。

また、面談についても、相対評価に納得できないとする理由として、「評価者の説明が不十分であった」とする回答が19.6％もあり、評価者の回答では、説明が不十分であった理由として、「そもそも相対評価を十分に説明すること自体が困難」とした回答が63.4％になっている。

さらに、人事評価結果の給与反映については、回答者のうち54.9％の者が「改善が必要」としており、改善すべき内容として意見が多かったのは、「絶対評価が「Ｂ」の場合は、相対評価結果の区分に関わらず、昇給号給数を４号とする」（22.6％）「昇給効果を単年度に限定又は挽回できる制度とする」（35.3％）といったものであった。

人事評価は、職員の意欲向上に向けた制度であり、人材育成に資する制度であるべきところ、この調査結果によると、現在の人事評価制度が十分にその機能を果たしえているか、疑義があると言わざるを得ない。相対評価制度の本格実施から６年を経過した時点において、なお、人事評価制度がその機能を果たしえていないことは、憂慮すべきことと言える。

これまでも繰り返し意見において指摘してきたが、相対評価を前提にするとしても、下位評価区分の分布割合を固定化した現状の制度の見直し、あるいは下位評価区分の分布割合の運用の柔軟化について、早急に検討をすべき時期にあることを指摘するものである。
また、人事評価の給与への反映についても、単年度の人事評価の結果が退職までの長期にわたり影響が残るような仕組みは望ましいものではなく、職員の納得感を高め、モチベーションの向上に資する観点から、改善に向けた検討を進めることが求められる。
３　有為な人材の確保
本府の組織パフォーマンスを高めるためには、何よりまず有為な人材の確保が重要である。
人材確保にあたっては、本府として期待する職員像を踏まえ、どのような人材をどのような方法で採用するのかについて、本府職員の年齢構成、必要とする専門性、採用後の人材育成などを考慮しながら、常に検討し続けていく必要がある。
近年、若年人口の減少や民間企業の高い採用意欲等により、特に技術職種は、職員採用試験申込者の確保が厳しい状況となっており、行政職についても、申込者数の大幅な増加は見込めない状況となっている。
民間企業においては、理系学生を中心に新卒者の内定時期が早まっているほか、職種に関わらず新卒一括採用中心から通年採用へのシフトなど、採用時期を柔軟化する動きがある。また、選考手法についても、ＷＥＢ面接をはじめＡＩやＩＣＴを活用するなどの新たな動きがみられる。
本府の採用試験についても、これまでの検証等も行いながら、有為な人材の確保に向け、今後、民間の動向等を踏まえた様々な工夫を行っていくとともに、広報にあたっても公務に従事することの魅力をより一層伝えられるよう、任命権者と連携した取組みを強化していく必要がある。
なお、新卒者と社会人等を対象とした採用予定人員の割合設定についても、職員の年齢構成や職員採用試験の状況（倍率等）、民間企業の採用動向を踏まえ、柔軟に対応していく必要があると考える。
４　働きやすい職場環境の構築
(1)　長時間労働の是正
長時間労働は、心身の健康に悪影響を与えるだけでなく、仕事の能率を低下させるほか、仕事と家庭の両立を困難にし、女性のキャリア形成や男性の育児参加を阻む原因の一つとなっている。職員の働く意欲を高め、執務に対するパフォーマンスを最大限に引き出す上で、長時間労働の是正は大きな課題である。
働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律が、平成31年４月から施行されたことを踏まえ、本府においても、職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例及び同規則を改正し、原則月45時間、年360時間を上限と定めたところである。

本府では、これまで「大阪府庁版『働き方改革』（第１弾及び第２弾）」により長時間労働の是正の取組みが進められてきたが、平成30年度は、地震、台風、豚コレラなどの災害や突発事案の対応が通常業務にも影響し、非常災害等の対応を除いても、１人１月当たり平均の時間外勤務時間が10.4時間、年間360時間を超える職員数が610人となり、わずかながら前年度より増加した。

任命権者においては、こうした状況を踏まえ、長時間労働是正に向けた取組みを一層進めていくことが必要である。
また、トップマネジメントのもとで、ＲＰＡ（ソフトウェアロボットによる業務の自動化）やＡＩによる業務支援など省力化の努力をさらに進めるとともに、仕事の進め方の見直しや業務の削減などにおいて、上司のマネジメント力が発揮されることが求められる。
(2)　柔軟な働き方の推進
職員の生活や業務の状況に合わせ、働く場所や時間を柔軟に設定する働き方は、職員の執務意欲を高め、パフォーマンスを最大限に発揮できる働きやすい環境づくりに資するとともに、ワーク・ライフ・バランスの確立につながると考えられる。
本府においては、サテライトオフィスやテレワーク（在宅勤務）の試行実施等に取り組み、平成30年度ではそれぞれ延べ93人、272人の利用実績があったところである。

上司の目が届かないサテライトオフィスやテレワークをはじめ、多様な勤務形態や制度を導入するにあたっては、業務や人事管理の面での課題もあると言われているが、任命権者としては、早急に課題を整理し、具体的な目標を定め、柔軟な働き方のための取組みの推進に努めることが求められる。
(3)　女性職員の活躍推進
本府においては、平成28年３月に数値目標を定めた「大阪府における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」を策定するなど、女性職員の活躍の推進に取り組んでいる。
近年、全職員に占める女性職員の割合が高まってきており、今後、組織の活力を維持し、将来にわたって質の高い行政サービスを維持していくためには、女性職員の幹部職員への登用が不可欠である。
一方、主査級昇任考査の女性職員の受験率は、40％台と男性職員の70％台と比較して大きな開きがある。そのため本委員会としては、出産や育児のライフイベントと主査級昇任考査の受験準備の両立が可能となるよう、主査級昇任考査の見直しを行ったところである。制度改善の周知はもとより、女性職員がその能力を十分に発揮し、管理職等責任ある立場において、より一層の活躍ができるよう、女性職員の昇任意欲を醸成することが必要である。
また、女性職員の活躍推進に向けては、職員のワーク・ライフ・バランスをこれまで以上に重視し、働き方改革などの取組みを通じて、働きやすい勤務環境づくりを進める必要がある。
(4)　子育て、介護支援
女性の社会進出が進む中、男女を問わず育児や介護に携わる機会が増大しており、育児や介護に携わる職員がそれぞれの事情に合わせて仕事と家庭を両立できる勤務環境を整備していくことが社会的な課題となっている。
本府では、育児や介護に携わる職員への情報提供とともに上司等の意識啓発のため「子育てハンドブック（平成29年９月）」及び「介護ハンドブック（平成29年10月）」を作成し、職員に配布を行うなどの取組みを行ってきた。

こうした取組みの結果、一般行政部門における平成30年度の男性職員の育児参加休暇取得率は74.1％と、「大阪府特定事業主行動計画」における目標値の70％以上（目標年次令和元年度）を達成したが、男性職員の育児休業取得率は12.6％と昨年度から5.5ポイント増加したものの、女性職員に比較して低い状況にとどまっている。

また、子どもが小学校に入学すると、放課後に子どもを預ける児童クラブ等の施設の開所時間が短いため仕事を辞めざるを得なくなるという、いわゆる「小１の壁」問題が国等において取り上げられており、任命権者においては、従来の育児部分休業の取得に加え、小学校就学後３年生までを対象とした新たな休暇制度の創設について検討が進められている。
男性の育児休業取得のさらなる促進や、育児や介護に関わる休暇制度等の利用しやすい勤務環境づくりなど、仕事と家庭の両立支援を一層推進していくことを期待するものである。
(5)　健康管理・メンタルヘルス
公務の能率の維持・向上を図り、組織パフォーマンスを最大限に発揮するためには、府政執行を担う職員の心身における健康の保持が極めて重要である。
平成28年度から平成30年度にかけての本府の一般行政部門における休業者数（７日以上、延べ人数）を見てみると、その職員数に占める割合は５％台となっている。このうち精神疾患（疾病分類における精神及び行動の障害）を要因とする休業者数の割合は、４割から４割弱の水準で推移している。

精神疾患に伴う休業は、長期に及ぶ場合もあり、公務の執行に与える影響も大きく、健康管理上、特に重点をおいて取り組むべき課題と考えられる。
精神疾患につながるストレス要因は、業務の量や質、職場の人間関係等仕事に直接起因するものだけでなく、プライベートに起因するものも含まれ、また、ストレスの受け止め方も職員によって異なるなど一様ではない。
このため、職場においては、職員のストレスの状態を日常的に把握し、仕事に起因するストレスの除去に努めるとともに、ストレスを受けている者に対しては、心身の健康を損なうに至らないよう、事前の措置を講ずることが求められる。
本年度から、ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善の進め方等を習得する管理・監督者向け研修の実施など新たな取組みも進められているが、任命権者においては、ストレスチェック等のツールを活用しつつ、職場環境の改善に取り組むことが必要である。
(6)　ハラスメント防止
ハラスメントは、職員の人格や尊厳を不当に傷つける許されない行為である。また、職員の意欲や自信を失わせ、能力の発揮を妨げるとともに、公務能率の低下を招き、組織に対する府民の信頼をも損ないかねない。
令和元年５月に労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律が改正され、事業主はパワー・ハラスメントに関する雇用管理上の措置が義務づけられるなどハラスメント対策の強化が図られた。また、人事院において、平成31年３月から、「公務職場におけるパワー・ハラスメント防止対策検討会」を設置して、国家公務員におけるパワー・ハラスメントの防止対策について検討が進められている。

本府においては、既にセクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント及び妊娠・出産・育児・介護に関するハラスメントについて、防止及び対応に関する指針をそれぞれ策定し、取組みを進めているところであるが、本委員会の職員総合相談センターに寄せられるハラスメントに関する相談件数は、平成30年度で、全相談件数（地方公務員法第８条第１項第11号に基づく苦情相談）に占める比率が約26％と、少なくない状況である。
職場におけるハラスメントは、当事者個人だけの問題ではなく、これを見過ごす職場・組織の問題であり、ハラスメントのない職場づくりには、所属長等のリーダーシップのもと、全ての職員がハラスメントを黙認せず、許さないという価値観を共有する職場風土の確立が強く求められる。

任命権者においては、法改正や国家公務員におけるハラスメント防止の検討状況を踏まえ、実効性のある取組みを進めていくことが求められるところである。

５　公務員制度をめぐるその他の諸課題

(1)　教職員を取り巻く諸情勢

教員が心身の健康を維持し、子どもたちと向き合う時間を確保することは、良質な教育を行う上で極めて重要であり、教員のワーク・ライフ・バランスの確保、とりわけ長時間労働の是正は重要な課題である。
本府教育委員会では、教職員の長時間労働縮減に向け、「大阪府教育振興基本計画における後期事業計画」（平成30年４月）における目標設定、部活動指導員のモデル配置や教員のテレワークの試行、さらには長期休業中の学校閉庁日の設定などの取組みを行ってきたところである。

こうした取組みの結果、府立学校における平成30年度の教員の１人当たり時間外在校時間は各月平均値で26.5時間となっており、前年度から0.8時間減少し、校種別に見た場合でも、全ての校種において前年度から減少となっている。しかしながら、全日制の教員の１人当たり時間外在校時間は、年385.7時間となっており、文部科学省が「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」（平成31年１月）で定めた年360時間の目安を上回っている実情を踏まえると、教職員の労働時間縮減に向けたさらなる取組みが急務である。
教員の長時間労働の是正のためには、学校における長時間労働の実態把握、長時間労働是正の意義について、教員のみならず、保護者等関係者間で共通認識を持つこと、さらには教員の業務の削減が必要である旨、昨年の意見で指摘したところである。
平成25年３月に取りまとめられた「教職員の業務負担軽減に関する報告書」に基づき、業務の効率化に向けた各種調査の見直しが順次実行されているが、引き続き、教員の負担軽減に向けた実効性ある取組みを行っていく必要がある。

加えて、教員の長時間労働の大きな要因の一つである部活動の指導についても、部活動指導員の配置を順次、拡大するとともに、ノークラブデーの徹底等の取組みを進めることが重要である。
教員の長時間労働は複合的な要因があり、その是正は学校や教員一人ひとりの取組みだけでは十分な効果を上げることは困難である。教育委員会においては、教員の長時間労働の実態の把握に努めるとともに、学校現場と連携しつつ、長時間労働是正に向けてリーダーシップを発揮することが求められる。
(2)　非常勤職員の適切な処遇

非常勤職員については、令和２年４月から新たに会計年度任用職員制度が導入されるが、非常勤職員が常勤職員と共に組織を支える一員として、その能力を最大限に発揮して勤務できる勤務環境を整えることが重要である。
会計年度任用職員制度導入後においても、適切な運用がなされるよう、国や他府県の状況も踏まえつつ、引き続き必要な検討と取組みを進めることを求めるものである。
(3)　高齢期職員の雇用
高齢者の雇用は、雇用と年金との接続のためだけではなく、行政課題が複雑・多様化している中、本府における高齢期職員の能力や知識、経験の活用が、これまで以上に重要となっている。
本府においては、これまで再任用制度や人材バンク制度などにより、退職後の雇用を促進しているところであるが、とりわけ再任用については、一般行政部門における任用職階の拡充など、職域拡大が図られつつあるところである。
任命権者においては、再任用等これまでの高齢期職員活用の実態を踏まえながら、意欲のある高齢期職員の能力や知識、経験をより一層活用していくため、中長期的な視点で、検討を進めていく必要がある。
なお、平成30年８月に人事院から「定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出」が出され、現在、国において定年の引上げに向けた検討が進められているところである。

地方公務員の定年については、地方公務員法において、「国の職員につき定められている定年を基準として条例で定めるものとする」とされているところであり、本府においても国の検討状況を注視しつつ、検討と準備を進めていくことが必要である。
(4)　服務規律の確保
府政の円滑な運営には、府民の府政や職員への信頼が不可欠であるが、一部の職員とはいえ、自覚に欠ける行為によって公務に対する信頼を損なう事例が後を絶たない状況にある。
非違行為による職員の懲戒処分事例を見ると、一般行政部門では、平成30年度は懲戒免職事例が無かったものの、処分件数は11件と前年度の５件から増加している。府立学校における教職員では、平成29年度40件から平成30年度45件と増加し、懲戒免職事例も９件と高い水準が続いている。また、警察部局における状況についても、平成29年19件から平成30年28件と増加し、懲戒免職事例も８件と29年の３件から大きく増えている。

こうした状況は、公務に対する信頼を著しく失墜させるものであり、遺憾と言わざるを得ない。
服務規律の確保においては、一人ひとりの職員の自覚が大切であるとともに、非違行為が起こりにくい風通しの良い組織風土の構築が必要である。任命権者においては、上司と部下や同僚間のコミュニケーションを活性化させるなど、職員が高い倫理観を持って職務を行えるよう、一層の取組みが要請されるところである。
６　あるべき人事行政に向けて
一昨年来、意見において、やりがいを持って、意欲的、主体的に取り組む職員をあるべき職員像として位置づけ、かかる自律的職員の育成の観点から人事行政の諸制度の整備を行うべきであることを指摘してきた。本年もこのような観点に立って検討してきたが、先に述べたように、未だ課題が多く、現状は十分とは言えない。
職員の価値観は多様化し、また意識のあり方も変化しつつある。さらに、ＲＰＡやＡＩといった新たな技術の進展は、仕事の進め方を大きく変え、職員に求められる資質・能力に大きな影響をもたらす可能性がある。また、職員構成の変化や定年引上げ後の高齢層職員の増加が組織にもたらす変化も視野に置く必要がある。
このように府政を取り巻く環境が大きく変わりつつあるとき、人事行政の仕組みについても、従前の取組みにとらわれない見直しが求められる。
ところで、複雑多様化する府政の課題に的確に対応するためには、職員の意欲や主体的な取組みを引き出しながら、トップや管理職そして職員が一体となって取り組むことが重要である。
すなわち、職員には意欲・能力の向上に向けた自己研鑽が求められ、管理職をはじめとする人材育成に携わる上司には、日々の仕事を通じて、職員の能力ややりがいを高め、意欲を引き出し、組織活性化の原動力として、人事行政の運用において、重要な役割を担うことが求められる。さらに、任命権者は、人事行政を統括する立場にあるものとして、職員の意欲・能力の向上と主体的な取組みを引き出すとともに、管理職たる上司がその役割を果たすことができるための仕組みの構築が求められる。
任命権者においては、あらためて、意欲的、主体的に取り組む職員の創出を人事行政の基本におくとともに、変化しつつある職員の意識やニーズの把握に努め、人事諸制度の仕組みを総合的に機能させて、職員の意欲、主体性につながる、実効性のある取組みを要請するものである。

結語
本年は、月例給において、民間給与水準が職員給与水準を6,708円上回っていることや民間における賞与等の支給状況を踏まえ、職員給与を引き上げる勧告となった。
給与勧告の基礎となる民間との給与較差については、全国統一の方式である「民調」による民間給与と職員給与の水準を客観的にラスパイレス比較して算出したものである。
本勧告は、地方公務員法に定める情勢適応の原則に則り、民間との給与較差を是正するという観点から行うものであり、知事及び府議会におかれては、適切に対応されることを求めるものである。
また、本年も、働き方改革をはじめとする勤務環境のあり方等に加え、今後、社会状況や職員構成が変わっていく中、人材育成が重要な課題となっており、自律的な人材の育成に資する人事諸制度や仕組みの構築に向けた検討と対応の必要性を指摘した。任命権者においては、本委員会の意のあるところを汲み取っていただき、真摯な検討と取組みを期待するものである。
なお、本委員会としては、今後も、適正な勧告と人事行政の課題について、引き続き必要な検討を行っていく。
結びに、府民の皆さま並びに府議会議員各位におかれては、行政課題が山積し、厳しい環境下にあっても、職員が府民福祉の向上に向けた職責を全うすべく日々職務に精励していることについて、ご理解いただくことを切に願うとともに、今回の勧告の取扱いについて、深いご理解をお願いするものである。
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